
「循環のまち・ふくおか推進プラン」
の振り返りについて

令和７年１月
福岡市環境局
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第２期実行計画の策定に向けたスケジュールについて

■ スケジュール

 「循環のまち・ふくおか推進プラン」の第１期実行計画期間は令和７年度末まで。

 令和６年８月に第２期実行計画の策定着手を報告。第２期実行計画の策定に合わせ、計画の数値目標も見直すこととしている。

⇒ 今回、第１期実行計画の振り返り（資料１）と今後の数値目標の設定に向けた考え方（資料２）を示すもの。
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■ 計画の位置づけ

「循環のまち・ふくおか推進プラン」の構成

長期ビジョン

実行計画（第１・２期）

毎年度の実施計画

長期的なごみ減量の基本方針（10年間）

具体的な施策（５年間）

■ 現行の計画期間

2021年度
（令和３年度）

2022年度
（令和４年度）

2023年度
（令和５年度）

2024年度
（令和６年度）

2025年度
（令和７年度）

2026年度
（令和８年度）

2027年度
（令和９年度）

2028年度
（令和10年度）

2029年度
（令和11年度）

2030年度
（令和12年度）

第１期実行計画
評価・検証

第２期実行計画
策定

長期ビジョン
第２期実行計画

評価・検証

次期計画
策定

循環のまち・ふくおか推進プラン（第５次福岡市一般廃棄物処理基本計画）

長期ビジョン（10年間）

第１期 実行計画（５年間） 第２期 実行計画（５年間）

１ 「循環のまち・ふくおか推進プラン」について

■ 計画の構成

廃棄物の処理及び廃掃に関する法律（昭和45年法律第137号）第６条第１項に基づく一般廃棄物処理計画であるとともに、
環境基本法（平成５年法律第91号）や循環型社会形成推進基本法（平成12年法律第110号）の理念を踏まえた長期的かつ総合的な
視点で循環型社会の形成を推進する計画。

また、食品ロスの削減の推進に関する法律（令和元年法律第19号）第13条第１項に基づく市町村食品ロス削減推進計画及び
プラスチック資源循環戦略（令和元年５月31日閣議決定）、プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律（令和３年法律第60
号）の趣旨を踏まえたプラスチックごみ削減推進計画としての機能も有するとともに、「福岡市環境基本計画」の部門別計画。
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■ テーマ・基本方針・施策の方向性

■ 数値目標

項目 令和元年度（基準年度） 令和７年度（中間目標） 令和12年度（目標年度）

目標① ごみ処理量 56.5万トン/年 54.1万トン/年 (▲2.4万トン) 53.0万トン/年 (▲3.5万トン)

目標② 市民１人１日あたり家庭ごみ処理量 501g/人・日 488g/人・日 (▲13g) 476g/人・日 (▲25g)

目標③ １事業所１日あたり事業系ごみ処理量 13kg/所・日 11kg/所・日 (▲2kg) 10kg/所・日 (▲3kg)

１ 「循環のまち・ふくおか推進プラン」について



 令和５年度のごみ処理量については、基準年度と比べ、約６万トン減少し、約50万５千トンとなっている。
 家庭ごみ処理量については、基準年度と比べ、約１万７千トン減少し、約27万５千トンとなっている。
 事業系ごみ処理量については、基準年度と比べ、約４万３千トン減少し、約23万トンとなっている。
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■ ごみ処理量の推移（数値目標①）

292,078 302,104 292,854 282,951 275,161 292,000 287,000 

272,895 226,131 217,484 223,505 229,562 
249,000 243,000 

564,973 
528,235 510,338 506,456 504,723 

541,000 530,000 
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(基準年度)

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R7年度

(中間目標)

R12年度

(目標年度)

（トン）
家庭ごみ処理量 事業系ごみ処理量

２ ごみ処理の実績について



推計人口 1,592,657（※） 1,612,392 1,619,585 1,631,409 1,642,571 1,638,000 1,649,000

※令和元年度の家庭ごみ原単位及び推計人口は計画掲載値（推計人口遡及修正前）。

 令和５年度の家庭ごみ原単位は458g/人・日で、基準年度と比べ、43g/人・日減少している。
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292,078 302,104 292,854 282,951 275,161
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３ 家庭ごみの現状と課題について

■ 家庭ごみ原単位の推移（数値目標②）
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 古紙については、基準年度に比べ、約５千トン減少し、約８万５千トンとなっている。

 プラスチックごみについては、基準年度に比べ、約８千トン減少し、約４万９千トンとなっている。

 食品廃棄物については、基準年度に比べ、約１千トン増加し、約８万２千トンとなっている。

（万トン）

■ 家庭系可燃ごみの内訳

３ 家庭ごみの現状と課題について
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 資源化可能な古紙については、基準年度に比べ、約１万２千トン減少し、約３万２千トンとなっている。

 ペーパーレス化の進展などにより発生抑制が進んでいる一方で、依然として雑がみが約９割を占めており、引き続き、雑がみが
リサイクルできることの周知と実践行動につなげる取組みが必要。

 地域集団回収については、古紙の発生量減少の影響はあるものの、担い手不足などによる回収団体数の減少とともに
回収量も減少しており、誰もが出しやすい回収方法の検討が必要。 7

■ 資源化可能な古紙について

44,083 
39,552 38,869 

34,100 32,199 

0

10,000

20,000
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40,000

50,000

R1 R2 R3 R4 R5
段ボール 新聞 雑誌・広告 包装に用いられた紙 包装紙 紙パック その他紙類

３ 家庭ごみの現状と課題について

12,360 12,237 12,080 11,292 10,612 

3,072 3,931 4,662 5,013 5,351 

0

6,000

12,000

18,000

R1 R2 R3 R4 R5

出版市場（推定販売金額）

紙 電子

（億円）

出典：(公社)全国出版協会・出版科学研究所

※地域集団回収、紙リサイクルボックス、
校区紙リサイクルボックスの合計

（トン）

雑がみ
(約９割)

36.1 

42.0 

8.0 

18.2 

20.8 

4.0 

9.9 

44.2 

4.0 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

リサイクルできることを知らなかったから

雑がみの種類や回収場所など出し方がわからないから

回収場所が生活圏内にないから

「燃えるごみ」は家の前に出せて楽だから

分別するのが手間だから

近くの回収場所が持っていけるときに開いてないから

雑がみを集める「紙袋」がないから

発生する量が少ないから

その他

令和５年度市政アンケート（％） 雑がみを「燃えるごみ」に出す理由
（複数回答可）

資源化可能な古紙
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■ 資源化困難な古紙について（1/3）

15,053 18,403 
12,331 19,523 21,804 

45,695 
53,285 
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48,157 
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３ 家庭ごみの現状と課題について

（トン）

1,987 1,975 2,057 2,107 2,115

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

大人用紙おむつ販売数量

※パッド・ライナーは含まない。 出典：経済産業省「生産動態統計」

（百万枚）

出典：国勢調査

（人）

※その他紙類…
封筒、ノート、値札シート（紙製）、型紙、書籍、
教科書、コピー用紙、流通用段ボール・紙袋等 など
（汚れがひどいもの等）

 資源化困難な古紙については、基準年度に比べ、約７千トン増加し、約５万３千トンとなっている。

 そのうち紙おむつ等が約７千トン増加し、約２万２千トンとなっており、紙おむつの再生利用等について、
国の動向等を踏まえ、対策を検討していく必要がある。

資源化困難な古紙

254,085 
312,331 338,930 

17.6%
20.7% 22.1%

0.0%
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30.0%

0
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200,000

300,000

400,000

H22 H27 R2

福岡市高齢者人口と高齢化率

65歳以上 高齢化率
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■ 資源化困難な古紙について（2/3）

３ 家庭ごみの現状と課題について

○環境省「使用済紙おむつの再生利用等の促進プロジェクト検討結果取りまとめ（R5.8）」
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■ 資源化困難な古紙について（3/3）

３ 家庭ごみの現状と課題について

⇒各方式における環境負荷低減効果や、技術開発によるリサイクルの高度化推進の状況等を踏まえ、施設の設置や回収方法など
福岡市における使用済み紙おむつリサイクルの望ましいあり方について、検討していく必要がある。



■ プラスチックごみについて

３ 家庭ごみの現状と課題について

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

R1 R2 R3 R4 R5

57,522 60,58362,075

51,020 49,440
以前より関心が高く具体
的な行動をとっていた

19.3%

関心が高まったため具体的な
行動をとるようになった

58.8%

関心は高まったが
行動に変化はない

16.2%

関心は高まっておらず
行動に変化はない

4.2%

無回答
1.5%

「レジ袋有料化やプラスチック資源循環促進法の施行により、
あなたのプラスチックごみ問題への関心や行動に変更があったか。」

○プラスチックごみ問題に関する世論調査

出典：R4内閣府「プラスチックごみ問題に関する世論調査」

 プラスチック資源循環促進法の施行などにより、プラスチックごみは着実に減少。

 今後は、令和８年度中の分別収集導入に向け、準備を進めていくとともに、分別の定着・協力率の向上に向けた取
組みを進めていく必要がある。

○他都市における容器包装プラスチックの分別協力率について

（トン） プラスチックごみ

回収方法 プラスチック製品回収 分別協力率向上に向けた取組事例
札幌市 56% (R5年度) ステーション ごみステーションにおける調査・指導、ごみ減量・リサイクルに係る個人・団体等の表彰
横浜市 60% (R5年度) ステーション R6.10一部地域、R7.4全市にて実施予定 分別案内アプリの活用、分別排出指導、優良集積所の表彰
川崎市 41% (R4年度) ステーション R6.4一部地域、R8.4全市にて実施予定 分別案内アプリの活用、地域と連携したごみ排出ルールの周知、ナッジの活用
名古屋市 46% (R4年度) 戸別 R6.4全市にて実施 管理会社と連携した周知・排出指導、地域と連携したごみ排出ルールの周知・広報
京都市 47% (R2年度) ステーション R5.4全市にて実施 マンション管理者や大学と連携した周知啓発、AIを活用した分別案内、移動式拠点回収
大阪市 44% (R5年度) 戸別 スマホアプリによる情報発信、ごみ収集車両広報板、アパートマンションの所有者・管理者への啓発

※分別協力率は各市HP、審議会資料等を参照。取組事例は各市ごみ処理計画等から抜粋。

分別協力率
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 手つかず食品は着実に減少しているが、食品廃棄物はほぼ横ばいで推移している。

 食品廃棄物の資源化に向け、引き続き、生ごみの堆肥化推進、回収拠点の増設、SNSの活用も含めたあらゆる機会
を通じた広報啓発などを実施していく必要がある。
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■ 食品廃棄物について

３ 家庭ごみの現状と課題について

（トン）

○生ごみ堆肥化容器の購入補助
補助額（上限）

電動生ごみ処理機 20,000円
生ごみ堆肥化容器 2,500円

補助実績（令和５年度）
電動生ごみ処理機 15件
生ごみ堆肥化容器 291件

○食用油の回収 ○フードドライブ
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手つかず食品の割合 5.2% 4.8% 3.8% 4.5% 3.6%

回収場所 各区役所や公民館等
市内17か所

回収量 年間約６ｔ

リサイクル手法 バイオディーゼル
燃料として再生

0
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常設フードドライブスポット回収実績

※常設フードドライブスポット：市役所、西部３R、臨海３R

（個）

（トン）食品廃棄物

※令和５年度開始

※令和５年度実績



 重点３品目以外には、衣類が一定量排出されており、引き続き資源化に向けた取組みの検討が必要。
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■ その他（衣類）について

３ 家庭ごみの現状と課題について

11,558 
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○制服等のリサイクル
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※地域集団回収等…地域集団回収、紙リサイクルボックス、校区紙リサイクルボックス
公共施設等 …博多・南市民センター、中央体育館、城南区役所、まもるーむ

開始時期 令和６年６月～
回収対象 生徒が学校で着用する衣類

（制服、体操服等）回収場所 市内モデル中学校７校

回収ボックス設置 リサイクル回収・運搬
ご家庭で不要になった
制服や体操服を持参

将来的に制服や体操服にリサイクル
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 令和５年度の不燃ごみについては、基準年度と比べ、約３千トン減少し、約１万４千トンとなっている。

 引き続き、小型家電や蛍光管等資源物の回収に取り組んでいく必要がある。
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■ 不燃ごみについて

３ 家庭ごみの現状と課題について

（トン）
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蛍光管 乾電池 か所数

（トン） （か所）

ガラス類 重量

びん類 2,395

その他 875

空きびん・
ペットボトル 資源化量

びん 3,153

ペットボトル 4,101

（トン）

※資源化可能なびんが「空きびん・ペットボトル」ではなく、
「不燃ごみ」に相当数出されている。

家電製品 重量

電子機器 2,065
付属品 688

電子機器のうち約７割（※個数ベース）が
小型家電回収ボックスで回収可能

（トン）



 令和５年度の事業系ごみ原単位は9.6kg/所・日で、基準年度と比べ、3.0kg/所・日減少している。
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４ 事業系ごみの現状と課題について

■ 事業系ごみ原単位の推移（数値目標③）
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(目標年度)
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事業系ごみ処理量 事業系ごみ原単位

272,895

（kg/所・日）

217,484 223,505226,131
249,000 243,000229,562

（トン）

64,000 68,000事業所数 59,004 60,378 62,201 64,009 65,502



 古紙については、基準年度に比べ、約３万トン減少し、約７万２千トンとなっている。

 食品廃棄物については、基準年度に比べ、約１万８千トン減少し、約４万３千トンとなっている。

■ 事業系可燃ごみの内訳

４ 事業系ごみの現状と課題について
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 資源化可能な古紙については、基準年度に比べ、約４万２千トン減少し、約２万１千トンとなっている。

 事業系古紙分別義務化により大幅に減少したが、依然として資源化可能な古紙が混入しており、分別の徹底に
向けた取組みが必要。
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■ 資源化可能な古紙について

４ 事業系ごみの現状と課題について

63,364 

39,283 

26,781 
21,895 21,098 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

R1 R2 R3 R4 R5
段ボール コピー用紙 シュレッダーダスト 新聞紙 本・雑誌 その他紙類

（トン）

5,380 
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リサイクルベース搬入量（トン）

事業系古紙分別（R2.10～）
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国内印刷・情報用紙生産量（千トン）

出典：経済産業省「生産動態統計」

古紙分別義務化



1,702 1,901 2,004 2,185 2,105 
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タオル用紙販売数量

 資源化困難な古紙については、基準年度に比べ、約１万２千トン増加し、約５万１千トンとなっており、
要因として、紙製容器包装やペーパータオルの使用量の増加などが考えられる。

 紙おむつについて、国における検討や民間事業者の研究等を踏まえ、資源化を検討していく必要がある。
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■ 資源化困難な古紙について

４ 事業系ごみの現状と課題について

4,802 1,696 4,786 
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38,198 
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資源化困難な古紙

再生不可紙類 紙おむつ

（トン）

※再生不可紙類
プラスチック等が貼り合わせているもの、紙コップ、
レシート等の表面加工がされているもの、汚れがひどい紙ウエス、
圧着はがき、紙ナプキン、ティッシュ等

750 727 754 760 763 

1,450 1,450 1,411 1,376 1,369 
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2,000
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国内容器製造等量

紙製 プラスチック製

（千トン）

出典：経済産業省「生産動態統計」 出典：経済産業省「生産動態統計」

（千トン）



 食品廃棄物については、手つかず食品も含め、着実に減少。

 今後は更なる食品廃棄物資源化施設への誘導やエコ運動協力店の増加による事業者の取組みの推進などが必要。
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■ 食品廃棄物について

４ 事業系ごみの現状と課題について
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○生ごみの資源化補助 ○福岡エコ運動協力店舗数○食品廃棄物資源化施設受入量

R1 R2 R3 R4 R5

6,559 5,235 5,558 6,124 6,953

※～R4は飼料化施設、R5は飼料化施設及びメタン化施設の合計量

単位：トン

場所 西区太郎丸790-1

事業者 福岡バイオフードリサイクル(株)

処理能力 100t/日（一廃：58t、産廃：42t）

事業概要 事業系食品廃棄物のメタン発酵、発生ガスによる発電

【メタン化施設の概要（令和６年春本格稼働）】

補助額
飼料化・メタン化
処理費用 １kgあたり４円

保管場所整備費 １/２（上限10万円）

生ごみ処理機の
購入費（堆肥化）

１/２
できた堆肥の

全量を自ら活用：上限50万円
半量以上 〃 ：上限25万円

483
571

634
701 692

0

200

400

600

800

R1 R2 R3 R4 R5

117

10

49

60

国内事業系食品ロス発生量
単位：万トン

※ 四角囲み…一般廃棄物
出典：環境省「我が国の食品ロスの発生量の推移等」手つかず食品の割合 4.6% 5.2% 6.7% 4.1% 4.1%

食品製造業

外食産業

食品小売業

食品卸売業

※令和６年度開始



55,936 

52,371 51,072 50,464 52,426 

272,895 

226,131 217,484 223,505 229,562 
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事業系ごみ（搬入種別）

許可業者 自己搬入（一廃） 自己搬入（産廃） 直営

 事業系ごみのうち、産業廃棄物が約２割を占めているが、最終処分場の延命化の観点などから、
受入品目等について、検討していく必要がある。
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■ 事業系ごみの搬入種別について（参考）

４ 事業系ごみの現状と課題について

（トン）

市で受け入れる産業廃棄物
燃え殻 紙くず
汚泥 繊維くず
廃プラスチック
ｶﾞﾗｽくず、ｺﾝｸﾘｰﾄくず及び陶磁器くず
がれき類

自己搬入ごみ
事前登録開始

約23％

○市で受け入れる産業廃棄物について
産業廃棄物については、事業者による自己処理が原則であるが、

市町村が必要であると認める場合は、一般廃棄物の処理に支障がない
範囲で、一般廃棄物とあわせて処理することができる。

本市においては、中小企業者が排出する以下の産業廃棄物について、
市の施設で受け入れ、処分を行っている。

○最終処分場について
区分 東部（伏谷）

埋立場
西部（中田）
埋立場

福岡都市圏南部
最終処分場

所在地 糟屋郡久山町
大字山田1431-1

福岡市西区
今津4439

大野城市
大字中906-12

埋立容量
(総面積)

約503万㎥
(約644,000㎡)

約235万㎥
(約380,000㎡)

約52万㎥
(約152,000㎡)

埋立量
(R６.３)

約318万㎥ 約112万㎥ 約８万５千㎥

埋立開始 昭和63年４月 平成８年４月 平成28年４月

※自己搬入のうち、埋立場直接搬入量 （トン）
R1 R2 R3 R4 R5

一般廃棄物 9,827 9,100 7,078 9,401 5,478
産業廃棄物 14,141 16,998 19,558 21,184 22,692
合計 23,968 26,099 26,636 30,585 28,171



指標１：環境配慮型商品を購入する市民の割合の向上
令和元年度
（基準年度） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度

（中間目標）
令和12年度
（目標年度）

詰替品の購入 78.3％ 77.3% 73.5% 78.0％ 77.0% 85% 90%

再生品の購入 10.9% 9.3% 8.9% 10.4％ 9.7% 15% 30%

指標２：特定事業用建築物における廃棄物発生量の削減
令和元年度
（基準年度） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度

（中間目標）
令和12年度
（目標年度）

特定事業用建築物における
廃棄物発生量 36.4トン/棟 31.1トン/棟 31.1トン/棟 31.7トン/棟 32.2トン/棟 令和元年度

から削減
令和７年度
から削減

指標３：市民のリサイクル実践度の向上
令和元年度
（基準年度） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度

（中間目標）
令和12年度
（目標年度）

地域集団回収の利用 64.5% 64.2% 61.9% 60.0％ 54.4% 70% 75%

古紙回収ボックスの利用 23.2% 24.7% 27.7% 27.1％ 35.1% 30% 35%

＜基本方針１＞都市特性を踏まえた循環型社会づくり

５ 取組指標について

最終目標
達成

中間目標
達成

未達成

未達成
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いずれも、基準年度に比べ、微減となっており、より市民の実践につながるような広報・啓発の取組みが必要。

基準年度に比べ、減少しており、中間目標を達成している。

地域集団回収の利用は基準年度に比べ、減少しており、誰もが出しやすい回収方法の検討が必要。
古紙回収ボックス（区役所等）の利用は最終目標を達成しており、コロナ下に集団回収から移行し、定着したものと考えられる。



指標４：リサイクル率の向上
令和元年度
（基準年度） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度

（中間目標）
令和12年度
（目標年度）

リサイクル率 31.0% 30.3% 32.2％ 30.5％ 30.3％ 34% 35%

＜基本方針２＞イノベーションとコミュニティによる地域循環共生圏の創造

指標５：資源化可能な古紙の焼却量の削減
令和元年度
（基準年度） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度

（中間目標）
令和12年度
（目標年度）

資源化可能な古紙の焼却量 10.7万トン 7.9万トン 6.6万トン 5.6万トン 5.3万トン 8.2万トン 7.7万トン

指標６：食品廃棄物の焼却量の削減
令和元年度
（基準年度） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度

（中間目標）
令和12年度
（目標年度）

食品廃棄物の焼却量 14.2万トン 13.9万トン 13.8万トン 13.9万トン 12.5万トン 13.9万トン 13.2万トン

５ 取組指標について

最終目標
達成

未達成

最終目標
達成

22

基準年度に比べ減少しており、これはリサイクル量の大部分を占める事業系古紙の発生量の減少が主な要因となっている。
引き続き、事業系古紙分別の徹底や食品廃棄物資源化施設への誘導を行うとともに、家庭系プラ分別により向上をめざす。

基準年度に比べ、大幅に減少しており、最終目標を達成している。

基準年度に比べ、減少しており、最終目標を達成している。



指標７：持続可能な消費行動の実践度の向上
令和元年度
（基準年度） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度

（中間目標）
令和12年度
（目標年度）

レジ袋の辞退 79.2% 91.9% 89.4% 88.2％ 88.0% 93% 95%

簡易包装の購入 55.8% 60.7% 58.3% 44.9％ 49.7% 65% 70%

マイボトルの持参 53.6% 52.6% 59.1% 56.5％ 61.9% 60% 70%

計画的な購入 44.3% 45.3% 43.8% 44.4％ 40.0% 50% 60%

指標８：家庭系プラスチックごみの焼却量の削減
令和元年度
（基準年度） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度

（中間目標）
令和12年度
（目標年度）

家庭系プラスチックごみの
焼却量 5.8万トン 6.2万トン 6.1万トン 5.1万トン 4.9万トン 5.7万トン 5.5万トン

＜基本方針３＞持続可能なライフスタイルとビジネススタイルへの転換

指標９：食品ロス発生量（手つかず食品）の削減
令和元年度

（基準年度） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度
（中間目標）

令和12年度
（目標年度）

手つかず食品の量 2.3万トン 2.1万トン 2.0万トン 1.8万トン 1.6万トン 2.1万トン 1.8万トン

５ 取組指標について

中間目標
達成未達成

最終目標
達成

最終目標
達成

「マイボトルの持参」を除き、目標に達していないため、様々な機会を通じたごみ減量の広報啓発が必要。

基準年度に比べ、減少しており、最終目標を達成している。今後は、家庭系プラ分別も見据えた目標設定が必要。

基準年度に比べ、大幅に減少しており、最終目標を達成している。 23



＜基本方針３＞持続可能なライフスタイルとビジネススタイルへの転換（続き）

指標10：資源化可能な事業系古紙の焼却量の削減
令和元年度
（基準年度） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度

（中間目標）
令和12年度
（目標年度）

資源化可能な事業系古紙の
焼却量 6.3万トン 3.9万トン 2.7万トン 2.2万トン 2.1万トン 3.9万トン 3.6万トン

５ 取組指標について

最終目標
達成

基準年度に比べ、大幅に減少しており、最終目標を達成している。

指標11：廃棄物処理における温室効果ガス排出量の削減
令和元年度
（基準年度） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度

（中間目標）
令和12年度
（目標年度）

廃棄物処理における
温室効果ガス排出量

31.5万トン
-CO2

28.6万トン
-CO2

27.6万トン
-CO2

27.5万トン
-CO2

30.4万トン
-CO2（※）

令和元年度
から削減

令和７年度
から削減

（参考）廃棄物発電による
温室効果ガス削減量

9.4万トン
-CO2

9.4万トン
-CO2

11.9万トン
-CO2

9.7万トン
-CO2

11.3万トン
-CO2 ― ―

※令和５年度から紙くず及び紙おむつの焼却分が追加されるなど、国において、算出方法の見直しがあったもの。

中間目標
達成

基準年度に比べ、減少しており、中間目標を達成している。
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＜基本方針４＞適正処理の更なる推進



＜基本方針４＞適正処理の更なる推進（続き）

指標13：有害廃棄物等の混入量の削減
令和元年度

（基準年度） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度
（中間目標）

令和12年度
（目標年度）

蛍光管の混入量 51ｔ ― 85ｔ 46ｔ 29ｔ 令和元年度
から削減

令和７年度
から削減

乾電池の混入量 238ｔ 336ｔ 272ｔ 274ｔ 272ｔ 令和元年度
から削減

令和７年度
から削減

スプレー缶（残留物あり）
の混入量 36ｔ 29ｔ 32ｔ 43ｔ 30ｔ 令和元年度

から削減
令和７年度
から削減

リチウムイオン電池の混入量 ― 11個/ｔ 23個/ｔ 30個/ｔ 26個/ｔ 令和２年度
から削減

令和７年度
から削減

５ 取組指標について

中間目標
達成 未達成

蛍光管の混入量は基準年度に比べ減少している一方で、乾電池の混入量は増加しており、乾電池等回収ボックスの周知等が必要。
火災の原因となるリチウムイオン電池の混入量は令和５年度に減少したが、製品の使用量とともに増加傾向であり、

引き続き、啓発を行っていくとともに、国の動向等も踏まえながら、回収方法の検討など、対策を行っていく必要がある。
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指標12：不法投棄回収量の削減
令和元年度
（基準年度） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度

（中間目標）
令和12年度
（目標年度）

不法投棄回収量 23ｔ 21ｔ 27ｔ 23ｔ 14ｔ 令和元年度
から削減

令和７年度
から削減

中間目標
達成

基準年度に比べ、減少しており、中間目標を達成している。



５ 取組指標について

■ 達成状況について

最終（R12年度）目標達成

古紙回収ボックスの利用（市政アンケート）

資源化可能な古紙の焼却量
食品廃棄物の焼却量
家庭系プラスチックごみの焼却量
食品ロス発生量（手つかず食品）
資源化可能な事業系古紙の焼却量

中間（R7年度）目標達成

特定事業用建築物における廃棄物発生量
マイボトルの持参（市政アンケート）

廃棄物処理における温室効果ガス排出量
不法投棄回収量
蛍光管の混入量
スプレー缶（残留物あり）の混入量

未達成

詰替品の購入（市政アンケート）

再生品の購入（市政アンケート）

地域集団回収の利用（市政アンケート）

リサイクル率
レジ袋の辞退（市政アンケート）

簡易包装の購入（市政アンケート）

計画的な購入（市政アンケート）

乾電池の混入量

 焼却量等、ごみ処理量に係る指標については、全て最終（R12年度）目標を達成。

 詰替品の購入やレジ袋の辞退率等、市政アンケート調査の指標については、ほとんどが未達成であり、
引き続き、年代に合わせた広報啓発等、効果的な対策が必要。
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ごみ処理量に
係る指標



【食品廃棄物】
○家庭ごみに含まれる食品廃棄物は約８万トンで、そのうち約１万トンが手つかず食品となっており、食品ロス削減の推進が必要。
○事業所から排出される可燃ごみの約２割を占める食品廃棄物について、資源化施設への誘導策を検討する等、

更なる資源化推進が必要。

【プラスチック】
○令和４年４月プラスチック資源循環促進法の施行などを踏まえ、令和８年度中にプラスチック分別収集を開始。

分別収集導入に向け、準備を進めていくとともに、今後は、分別の定着・協力率の向上に向けた取組みが必要。

【古紙】
○家庭ごみに含まれる資源化可能な古紙は約３万トンで、その９割が雑がみであり、雑がみの認知度向上及び適正な分別が必要。
○単身世帯の増加や少子高齢化等の社会情勢の変化に対応した、資源回収方法の検討が必要。
○依然として、事業系可燃ごみに資源化可能な古紙が約２万トン混入しており、分別徹底に向けた取組みが必要。

６ 総括

■ 振り返り
ごみ処理量に係る数値目標（ごみ処理量、家庭ごみ原単位、事業系ごみ原単位）については、

いずれも、最終目標（R12年度）を前倒しで達成。
新型コロナウイルスの発生によるライフスタイルの変化や物価高騰による消費動向の変化等、

外的要因による影響はあるものの、ごみ減量施策の取組みにより、着実にごみ量は減少。

取組指標についても、ごみ処理量に係る指標については、全て最終（R12年度）目標を達成。

【主な取組み】
・「福岡市LINE公式アカウント」を活用した案内、多言語ごみ出し案内サービス
・地域集団回収、資源物回収拠点整備、回収品目拡充
・プラスチック回収モデル事業 ・福岡エコ運動
・事業系古紙の分別義務化（R2.10月～） ・自己搬入ごみの事前登録制度（R3.11月～）
・食品廃棄物のメタン化施設稼働（R6.1月～） など

■ 課題

可燃ごみ組成の上位３品目である古紙、プラスチックごみ、食品廃棄物の３品目について、引き続き重点的な減量施策が必要。
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